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復旧・復興本部組織体制図 

（復旧・復興本部プロジェクトチームについて） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

福島県東日本大震災復旧・復興本部会議

企画推進室員会議 
班長・副班長会議 

（各部局政策監、主管課長等）

  
○津波被災地域にお
ける公共土木施設等
の復旧・整備 
○市町村の復興整備
計画（復興特区法）の
作成支援 

  
○商工業、農林水産業、観光
業の復興、雇用の確保 
○福島復興再生特別措置法
に基づく産業復興再生計画
及び重点推進計画の策定 
○再生可能エネルギー関連
産業の集積 
○医療福祉機器産業の集積、
創薬拠点の整備等 

  
○インフラ復旧作業、
除染、ボランティア活
動等のために被災地
に居住する作業員、ボ
ランティア、医療・福
祉・介護従事者、派遣
応援職員等のための
宿舎（宿泊施設）等の
確保、制度要求 

総括班 

原子力班 

環境回復班 

事務局 事務局 

津波被災地域
県土整備ＰＴ 産業復興ＰＴ 宿舎等確保対策ＰＴ

特に関係部局が
連携して対応す
べき業務をプロ
ジェクトチーム
で実施 

プロジェクトチーム 

津波被災地域
復興まちづくり 
プロジェクト

医療関連産業集積プロジェクト

再生可能エネルギー 
推進プロジェクト 

情報の共有 
復興庁 

福島復興局 等 連携 

福島県災害対策本部員会議 

プロジェクトチ
ームは、必要性
に応じて随時、
柔軟に設置する
とともに、所管
業務がおおむね
終了した場合に
は、速やかに廃
止する。 

避難地域復興班

総括班 

知事直轄班

文化スポーツ班

生活環境班

総務班 

商工労働班

保健福祉班

農林水産班 

観光交流班 

出納班 

土木班 

病院班 

企業班 

県警察班 

教育班 
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復興整備計画・復興整備協議会について 

H24.5.28 地域政策課 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

復興特区制度における３つの計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１ 復興推進計画 

 

個別の規制、手続の特例や

税制上の特例を受けるため

の計画。 

 

【県内認定計画】 

①ふくしま産業復興投資促

進特区（県・59 市町村共同） 
 

②ふくしま医療関連産業復

興特区（県単独） 

 

③福島県保健・医療・福祉

復興推進特区（県単独） 

 

④会津若松市復興推進計画 

３ 復興交付金事業計画 

 

著しい被害を受けた地域

の復興のための交付金事

業を記載した計画。 
 

①第１回計画（交付額）

11 市町村 ５０５億円 

 

②第２回計画（要望額） 

27 市町村 ２５９億円 

２ 復興整備計画 

 

農地転用許可等の基準の緩和

や都市計画法の開発許可など

事業実施に必要な複数の手続

のワンストップ処理などの特

例措置を受けるための計画。
 

○いわき市、相馬市が県内で

初の計画作成となる。 

 

復興整備協議会（復興整備計画を協議する組織） 

 

【設  置】 市町村ごとに設置。（市町村と県の共同設置予定） 

 

【構 成 員】①市町村長②県知事（以上、必須）③事業実施に関する許認可権者等（大臣等） 

※実際の協議は、構成員が指名する職員（課長等）による事務的な会議において

審議が可能。 

 

【メリット】・計画に記載した復興整備事業（防災集団移転促進事業など）の実施に必要な許

認可等の手続をワンストップで処理 

・協議会で協議・同意を得た復興整備計画を公表することで、計画に記載した復

興整備事業に関する許認可・同意等があったものとみなされる。 

計画作成対象市町村 

 

①津波被害で土地利用状況が大きく変化したため、従来の土地利用を見直す必要がある地域等。
 

②原発事故で多数の住民が避難したなどのため、従来の土地利用を見直す必要がある地域等。 

 

③上記と密接な関係があり、それら住民の生活再建のための事業を実施する必要がある地域。 

 

④上記のほか、地盤の液状化等の各種被害から市街地の円滑・迅速な復興を図る必要がある地域。

 いわき市、相馬市が防災集団移転促進事業などの復興整備事業の実施に関して県と共同で作成

する復興整備計画の協議を行うために復興整備協議会を開催する。 
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１ 第１回復興整備協議会開催内容（予定） 

（１）開催日時 

 平成２４年６月７日（木）午後１時３０分 

 

（２）場  所 

  県庁西庁舎 講堂 

 

（３）計画作成市町村 

  いわき市、相馬市 

 

（４）計画記載の復興整備事業 

  いわき市、相馬市共通 

  ア 防災集団移転促進事業 

 イ 災害公営住宅整備事業 

 

（５）会議出席者 

 ア 市町村関係課長等 

  イ 県関係課長等 

  ウ 国等関係機関担当課長等 

 

（６）協議会の進め方 

ア 復興整備協議会の設立及び今後のスケジュール等について、両市合同で

の協議 

イ 各市の復興整備計画について、個別協議 
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